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契約書の不備をどう見出すべきか

甲会社が乙会社の製造するプラント設備1式（以下、設備という）を必要として、甲、乙２社は丙会社に相談し、丙会社は設備を購入し、甲会社に直接に貸し出すことに合意し、甲、乙、丙３社は次の通り契約を締結した。(1)丙会社が乙会社に設備代金500万元を支払うこと(2)乙会社は甲会社への設備の輸送を代行すること(3)甲会社はその設備を借り、期限10年、毎年のリース料は80万元。その契約は甲、乙、丙３社の法定代表者が署名したが、甲、丙２社だけは契約専用印鑑を押した。

契約後、丙会社は、資金を調達するために丁銀行に300万元を借り入れるところ、丁銀行より担保を求められ、丙会社は戊会社に保証人になるように要請して、戊会社は承諾した。丙、丁、戊３社は次の通り契約を締結した。(1)丁銀行は、丙会社に300万元を貸し出すが、１年間の利息に相当する３０万元を差引いたうえ、270万元を丙会社に交付すること (2)戊会社は、保証責任を引き受ける代わりに、丙会社より保証金30万元を受け取ること。

契約後、乙会社は庚会社と輸送契約を締結した。甲会社は、設備の据付及び操作を順調に行うために辛会社と技術コンサルティング契約を結んだが、その契約にコンサルティング意見によって決断し被った損失の責任負担を記載されていなかった。

上記の契約は落とし穴がないか、検証してみましょう。

まず、甲、乙、丙３社が締結した契約はファイナンスリース契約である。乙会社がたとえそのリース契約に契約専用印鑑を押さなくても、甲、乙、丙３社が調印した契約は依然として有効である。《契約法》第32条の規定によれば、当事者は書面契約に署名しまたは押印した場合、契約は成立する。もし、乙会社の納めた設備に品質の問題があった場合、甲会社は乙会社に直接に違約責任を追及することができる。すなわち、ファイナンス・リース契約において、借手はリース物件を購入した買手と同様な権利を享有する。

次は、丙会社が丁銀行から借り入れた金額は270万元であり、300万元ではない。なぜなら、《契約法》の規定によれば、融資の利息はあらかじめ元本から控除してはならない。仮にあらかじめ控除した場合、実際に借り入れた金額に応じて返済し、且つ利息を計算する。同時に、戊会社が丙会社に保証金30万元の給付を求める行為は決して違法ではない。また、《担保法》第19条の規定に基づいて、当事者は、保証方式に関して約束せず、あるいは明確に約束しなかった場合、連帯責任によって担保責任を負うことを保証する。もし丙会社が期限通りに丁銀行の借款を返済できない場合、戊会社は連帯保証責任を負わないといけない。

最後は、甲会社が辛会社と調印した技術コンサルティング契約に関して、もし甲会社は辛会社が約束に合致したコンサルティングレポート及び意見に従って操作で事故が起きた場合、その損失は甲会社が負担する。辛会社はコンサルティングレポートを期日どおりに提出できず、或いは提出したコンサルティングレポートが約束を満たさなかった場合、辛会社は費用の減免を含め違約責任を負わなければならない。もし辛会社は技術コンサルティングを提供している過程において新しい技術成果を形成し、且つ甲会社と辛会社との間でそれまでに該当技術成果の帰属を約束しなかった場合、《契約法》第363条に基づいて当該技術成果は辛会社の所有に帰属する。故に、技術コンサルティング契約の締結際、当事者はそれらの事項を契約に記入するようにしなければならない。

外商投資企業の設立及び変更届出管理暫定弁法

商務部は、2016年10月8日に「外商投資企業の設立及び変更届出管理暫定弁法」（以下、本弁法という）を公布、本弁法は計5章、37条で構成され、同日実施する。

１、背景

中国政府は、行政、商事制度改革の一環として、2013年9月に中国（上海）自由貿易試験区が設置されたことを始めとし、外商投資企業の設立、参入領域に関する規制緩和政策を相次いで打ち出し、さらなる対外開放を推し進め、国際的なビジネス環境の整備を不可欠として、外商投資企業設立申請の許可制から届出制に変わるなど外資誘致政策を大きく変化させる必要であると認めた。「本弁法」はこのような政策変化を受けて公布された。
２、届出管理

本弁法第五条により、外商投資企業を設立する企業は本弁法が規定する届出範囲に属する場合、企業名称事前確認を取得した後、営業許可証の交付前、または交付後30日以内に、総合管理システムを通じて、オンラインで「外商投資企業設立届出申請表」及び関連書類を記入、提出し届出手続きを行う。

本弁法第11条により、届出機構は3日勤務日以内に届出情報を確認し、且つ申告事項が届出範囲に該当しているかどうかの選別を行う。

本弁法第12条により、届出の完了後、外商投資企業またはその投資者は届出機構で届出受理書を受け取ることができる。

上述のように、この届出管理は申告的な届出に該当し、企業がその他の手続を行う前提条件ではなく、現在外資系企業が事案ごとに審査・認可手続を行うこととは根本的に異なっており、企業の便宜を図り、企業にサービスを提供する届出制度である。

３、届出管理範囲

外商投資企業の設立及び変更は届出管理を行うが、下記の何れかに該当すれば、除外される。

(1)「外商投資産業指導目録（2015年改訂）」における制限類と禁止類および奨励類の株主権、上級管理職に対する特別な要求にかかる場合、投資金額の多少または投資方式（新設、Ｍ＆Ａ）にも拘らず審査管理を続行すること

(2)外国投資者は、国内非外資企業をＭ＆Ａする場合、「外国投資者の国内企業Ｍ＆Ａに関する規定」を適用すること

４、届出対象

本弁法の適用対象は中外合資経営企業、中外合作経営企業、外資企業及び外商投資株式会社を含まれる。

５、届出機構

国務院商務主管部門は全国範囲の外商投資企業の設立及び変更の届出管理業務を指導し、各省・自治区・直轄市の商務主管部門はその地域における外商投資企業の設立及び変更の届出管理業務に責任を負う。

６、事後監督

商務部門は、公安、税関、税務、工商など部門と連携しながら情報を享有し、管理を行う。外資系企業又はその投資家が期限通りに届出を行わないか、届出の際に重大な漏れがあり、期限を過ぎても是正しないか、情状が著しい場合、3万元以下の制裁金を科する。届出時に事実を隠蔽し、誤解を招くか、虚偽の情報を提供した場合、期限迄に改善を命じ、3万元以下の制裁金を科し、商務部外商投資情報開示プラットホームで開示する。

７、本弁法実施前の申請

本弁法が公布される前に政府機関に受理されていた外資企業の設立及び変更事項については、審査・認可が完了しておらず、なお且つ届出の範囲に該当している場合は、審査・認可を停止し、改めて届出手続を行うとしている。


	№
	法　　律　　名　　称
	施行日

	1
	商務部の「外商投資企業の設立及び変更届出管理暫定弁法」『重要法規解説』をご参照下さい）
	2016/10/08

	2
	税関総署の「越境EC輸入統一版情報化システム企業接続事項に関する公告」
	2016/10/13

	3
	国家税務総局の「高級化粧品消費税徴収管理事項に関する公告」
	2016/10/16

	4
	国家税務総局の「税関特殊監督区域企業増値税一般納税人資格付与試行の展開に関する公告」
	2016/11/01

	5
	住宅城郷建設部の「建築業企業資質基準部分指標の簡約化に関する通知」
	2016/11/01

	6
	国家発展改革委員会の「ネット取引価格検挙管轄規定（試行）の配布に関する通知」
	2017/01/01

	7
	国家食品薬品管理局の「医療器械優先審査順序の配布に関する公告
	2017/01/01
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注②：本ニューズーレターを皆様へご参考までにお送りさせて頂いており、弊所弁護士の正式的な法的意見を構成してはおりません。法務をご必要の際は弊所弁護士へその旨を具体的にご相談下さいませ。

注③：本ニューズーレターに掲載した新主要法令の中国語原文がご入用でしたら、ご連絡をいただければ弊所より無料で（中国語のまま）ご提供いたします。（日本語翻訳文は有料とさせていただきます。）
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